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促進協議会の広報紙は、市民の大切な税金を３００万円もか

けて関係市に新聞折込されました。しかもその内容は、促進協議

会として新駅の必要性を「漫画方式」で主張するだけで、極めて

無責任なものです。なりふりかまわず、市民の声も無視して推進

する根拠のなさと破綻を改めて明らかにしたにほかなりません。 

 広報紙の問答集で、「在来線からの乗り換えもしにくそう。利用する

人は多くない」と問いに対して、「新駅は、そもそも便利さだけのため
じゃない。将来の発展をめざす」と答えています。 
 これまで促進協議会は、「一日７８００人が利用。１兆円の経済効果」
を強調していました。しかし、このような過大見込みの試算は、その根

拠を示すことができませんでした。 
そこで、持ち出してきたのが「将来の発展」論です。また、「税収も

増える。地域が発展する。こんな効率的な投資はない。損ではない」と、
ことさら請願駅としての必要性を強調しています。事実上、新駅の利用

者見込みの破綻を認めておきながら、あくまで請願駅として２４０億円
を負担することは、二重三重の誤りと言わなければなりません。 

 
 野洲市や草津市、栗東市などでは、「新駅負担やめよ」の請願署
名が多数寄せられました。これまで、市長は負担について「市民
への説明責任がある」と言いながら、これを果たしていません。
それどころか、８月１日開催の臨時市議会で、２億６９００万円
の野洲市負担の議案を提案しようとしています。 

 そもそも栗東新駅を必要としているのはＪＲ東海
自身です。「のぞみ」の増発やスピードアップで、京
都～米原間に、どうしても「待避駅」を必要としてい
ます。そのため新駅は「２面５線」（駅構内の構造＝
２ホーム、５本の線路）となっています。つまり、「待
避線＝留置線」を作るための新駅です。その結果、新
駅の建設費は、約１００億円も高くなり、総額２４０
億円と異常とも言える高額です。 

 このようにＪＲ東海自身が必要としている「待避
駅」を、「請願駅」として固執し、２４０億円の全額
を地元負担することに道理は全くありません。 
  
 負担根拠が全く破綻し、市民の強い批判を無視しな
がら、あくまで２億６９００万円を負担しようとする
市長ですが、「市民の大切な税金は、市民の暮らし優
先」の市政に改めるべきです。 


